指名競争入札（工事・委託）落札者各位　　　　　　　　　　　　　　R7.12.3
落札後に、現場代理人及び主任技術者等選任通知書・管理技術者及び照査技術者選任通知書等と共に提出していただく技術者の雇用関係の確認資料についてですが、今までは令和６年１２月２日以降も有効期限前の紙の保険証の写しを確認書類として用いることは可能であったので、紙の保険証の写しも提出していただいていた次第です。
　但し、令和７年１２月２日以降は、紙の保険証が完全に無効となることから、それに替わる技術者の雇用関係の確認資料については、下記のものを想定しておりますので宜しくお願いいたします。
記
[bookmark: _Hlk215582565]ア）健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
原則として、健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書に「日本年金機構理事長（○○年金事務所）」の印が押印されているもの、もしくは電子版においては公印の代わりに「到達番号」の記載があるもの。
なお、上記ア）に替えて、「（※）健康保険・厚生年金保険資格取得確認および標準報酬決定通知書」（到達番号の記載があるもの）を提出しても差し支えない。
1） 市区町村が発行する住民税特別徴収税額通知書（「令和〇年度　給与所得等に係る市民税・県民税・森林環境税・特別徴収税額の決定通知書（特別徴収義務者用）」）
納税義務者用は資料として採用しない。
ウ）監理技術者資格者証
エ）雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）
　　　　　○○公共職業安定所長の押印のあるもの（確認（受理）通知年月日があまりにも古いものについては、念のため、ア健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の提出を併せて求める場合もあり得る）。
オ）所属会社の雇用証明書
基本的には様式任意。例えば、一般財団法人　建設業技術センター理事長宛てに提出する、所属建設業者が作成する「雇用証明（確認）書」の写しなど。
カ）その他上記ア～オに準ずる書類

※ウ）オ）については、工事の場合のみなので、委託業務には適用しない。
